事　務　執　行　概　要
地　域　福　祉　課

調整グループ

１　室の一般庶務、予算執行などのほか、室内各課職員の給与等･物品の購入･出納に関する事務の適正な執行に努めた。

　　その他室内各課、及び各室（課）との連絡調整を図り、業務の円滑な推進に努めた。

２　民生委員・児童委員
民生委員は、市町村に設置された民生委員推薦会が推薦した者について、知事が大阪府社会福祉審議会民生委員審査専門分科会の意見を聴いたうえで、厚生労働大臣に推薦し、厚生労働大臣が委嘱する。

民生委員は児童委員を兼ね、地域住民の福祉増進のため、相談、調査、児童･ 母子・高齢者福祉等の自主的な活動を行うとともに、福祉事務所その他の関係機関への協力活動に従事している。

平成６年１月１日、少子化の進展に対応するため、従来の区域を担当する民生委員・児童委員とは別に、児童福祉に関する事項を専門に担当する主任児童委員が設置された。

(1) 民生委員の委嘱状況（指定都市・中核市を除く）

　　　○令和２年２月１日現在委嘱数　　　４，７４２名（主任児童委員を含む）

(2)　民生委員の活動

　　 　令和元年度における民生委員の活動状況は、次のとおりである。

　　　　　相談・支援件数　　　　　　　　　　　　　７３，８６９件

　　　　　調査・実態把握　　　　　　　　　　　  　４７，０２３件

　　　　　行事・事業・会議への参加協力　　　　　１１３，１０８件

　　　　　地域福祉活動・自主活動　　　　　　　　２２９，３９７件

　　　　　民児協運営・研修　　　　　　　　　　　１００，３２９件

　　　　　証明事務　　　　　　　　　　　　　      　８，９２５件

　　　　　要保護児童の発見の通告・仲介　　　　　 　 １，４１９件

　　　　　訪問回数　　　　　　　　　　　　　　　６００，２４５回

　　　　　連絡調整回数　　　　　　　　　　　　　３２６，６４３回

　　　　　活動日数　　　　　　　　　　　　　　　５２４，１７３日

(3) 民生委員の指導

　　　福祉行政の多様化、専門化傾向の中で、民生委員に広範な知識と技術を習得させ、その活動が健全に発展するよう指導研修等を次のとおり実施した。

　ア　民生委員会長連絡会

市町村民生委員児童委員協議会会長を対象に連絡会を９回開催し、指示・連絡及び当面の諸課題についての討議等を行った。

イ　民生委員・児童委員研修

民生委員・児童委員の資質向上を図り、民生委員・児童委員の適正な職務を推進するため、計画的に研修を行った。

	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	6,092
	6,092
	6,153

	決算額（千円）

（特定財源）
	6,092
国庫(3,046)
	6,092
国庫(3,046)
	6,153
国庫(3,076)


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	研　　　　修　　　　名
	参　加　延　人　数
	延　　日　　数

	民生委員会長研修
	１３９
	３

	中堅研修
	３０６
	２

	新任民生委員研修
	３，１１０
	６

	時事（副会長）研修
	７５
	１

	主任児童委員研修
	１５１
	１

	計
	３，７８１
	１３


ウ　第７１回大阪府民生委員児童委員大会の開催

と　き　　令和元年５月２０日

　　　　　　ところ　　大阪国際交流センター

　　　　　　参加者　　約１，０００名

 (4) 民生委員活動費等負担金

　　　民生委員の活動に要する経費を負担した。

	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	344,293
	318,974
	297,123

	決算額（千円）
	338,650
	315,887
	291,905


　　○根拠法令等　　民生委員法

　　ア　民生委員活動費負担金

岸和田市民生委員児童委員協議会外３４協議会  　　　　　283,798,607 円

イ　民生委員会長活動費負担金

岸和田市民生委員児童委員協議会外３４協議会　  　　　　　1,571,830 円

　　ウ　民生委員協議会費負担金

岸和田市外３４市町村  　　　　　　　　　　　　　　　　　4,896,585 円

　　エ　民生委員推薦会費負担金

岸和田市外３４市町村　　　　　　　　　　　　　  　　　　1,638,000 円
３　福祉活動指導員設置事業等（ (5)の事業担当課は、地域福祉課企画推進グループ）
社会福祉活動の推進方策について、調査、研究及び企画立案や市町村社会福祉協議会の指導、その他の活動に従事する福祉活動指導員に要する経費、その他、地域福祉のコーディネータースキルアップ研修にかかる経費、大阪府ボランティア・市民活動センター機能の強化を図るための「ボランティアコーディネーター」の設置に要する経費及び府内の民生委員児童委員相互の連絡により協調を図り、地域福祉の推進・児童福祉の増進に寄与する「大阪府民生委員児童委員協議会連合会」に要する経費を(福)大阪府社会福祉協議会等に対し補助した。

	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	 35,797
	 35,647
	35,647

	決算額（千円）
	 35,797
	 35,647
	35,647


(1) 福祉活動指導員設置事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　23,378,000 円

(2) ボランティアコーディネーター設置事業費補助金　　　　　　　 2,059,000 円

(3) 民生委員児童委員協議会連合会事務局運営費補助金　　　　　 　8,674,000 円

(4) 民生委員児童委員協議会連合会補助金　　　　　　　　　　　　 1,021,000 円
(5) 地域福祉推進支援事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　 515,000 円
４　福祉基金の設置運営

府民の社会福祉活動の振興に資するために、府民等からの寄附を福祉基金として積み立て、その運用から生ずる収益等を活用し、府民が自主的に行う社会福祉活動(高齢者や障がい者、児童等の福祉の向上に寄与するために行う活動や府民の地域福祉活動への参加を促進するための基盤となる事業等)に対して助成を行った。

また、振興助成等に関する調査審議を行うことを目的として設置している「大阪府地域福祉推進審議会福祉基金運営分科会」を開催した。

(1) 基金の造成状況

	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	寄附金等（円）
	11,740,708
	8,104,892
	27,171,483

	基金残高（円）
	3,788,657,663
	3,758,598,621
	3,760,244,754


(2) 地域福祉振興助成金の概要

	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	39,734
	41,110
	29,177

	決算額（千円）

（特定財源）
	38,446
基金繰入金(37,964)

財産運用収入(482)
	39,072
基金繰入金(38,164)

財産運用収入(908)
	26,698
基金繰入金(25,526)

財産運用収入(1,172)


	助  成  先
	件数
	金額（円）

	当事者団体
	12
	1,925,323

	ボランティア団体
	12
	1,990,312

	ＮＰＯ法人
	12
	5,986,897

	社会福祉法人
	2
	233,440

	社団法人・財団法人
	4
	5,394,000

	その他
	10
	11,167,876

	合計
	52
	26,697,848


　　　　【助成先の内訳】

(3) 大阪府地域福祉推進審議会福祉基金運営分科会

○開催回数　４回

○議題等　　◎第１回分科会  平成31年4月26日　

・2019年度大阪府福祉基金地域福祉振興助成金交付申請の審査について

　　　　　　　◎第２回分科会  令和元年9月5日
　　　　　　　・2019年度大阪府福祉基金地域福祉振興助成金交付申請の審査について
　　　　　　　　◎第３回分科会  令和元年11月20日

　　　　　　　・平成30年度福祉基金の決算及び事業実績について

・令和２年度地域福祉振興助成金の募集について

　　　　　　　・平成30年度地域福祉振興助成金地域福祉推進助成「事業評価」について
　　　　　　　・令和２年度地域福祉振興助成金の募集について（追加募集）
◎第４回分科会  令和2年3月17日
・令和２年度大阪府福祉基金地域福祉振興助成金交付申請の審査について

５　福祉サービス第三者評価システム推進事業

　府内における福祉サービスの第三者評価事業を推進するため、評価調査者の育成、評価結果の公表、制度の普及啓発等を行った。

また、福祉サービスの質の向上を図るとともに、利用者の適切なサービス選択に資することを目的として設置している「大阪府地域福祉推進審議会福祉サービス第三者評価事業推進分科会　認証部会」を開催した。

(1)　大阪府地域福祉推進審議会福祉サービス第三者評価事業推進分科会等

　　ア　福祉サービス第三者評価事業推進分科会　認証部会

○開催回数　2回

○議題等　　◎第１回部会（令和元年12月24日）

　　　　　　　・大阪府第三者評価機関認証要綱改正について

　　　　　　　・第三者評価機関の認証更新状況について
◎第2回部会【書面開催】（令和2年2月21日から令和2年2月26日）
　　　　　　　・大阪府第三者評価機関の認証審議について　計3機関
　　　　　　　・大阪府における福祉サービス第三者評価事業の実施状況について

大阪府福祉サービス第三者評価調査者養成・継続研修業務委託
	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	840
	840
	2,238

	決算額（千円）
	840
	840
	2,238


６　福祉サービスに関する苦情解決事業

　  福祉サービスに関する苦情の中で、事業者段階において解決困難な事例について、中立・公正な立場から解決に向けての相談やあっせんを行うため、運営適正化委員会を設置する(福)大阪府社会福祉協議会に対して補助を行った。

	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	11,470
	11,470
	11,470

	決算額（千円）

（特定財源）
	11,470

国庫(5,735)
	11,470

国庫(5,735)
	11,470

国庫(5,735)


○根拠法令等　　運営適正化委員会設置運営事業費補助金交付要綱
７　同和更生資金貸付金償還業務

　　同和地区の世帯に対し資金を貸し付けるため、基金を設置して援助する事業を実施していた市町に対して、基金に属する額の２／３以内の額を貸し付けていた。

　　市町が回収した貸付金のうち、府の貸付比率に応じた額の償還を受けた。〔５市〕

	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	決算額（千円）
	322
	383
	81


　　　○根拠法令等　　大阪府同和更生資金貸付要綱

大阪府同和更生資金貸付金の償還に関する取り扱い要領

８　隣保館運営事業等

　(1) 大阪府隣保館運営費等補助金

　　  市町(指定都市及び中核市除く)が設置運営している隣保館の運営費に対し補助を行った。　

〔11市町13館〕

	　　年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	130,772
	108,666
	108,245

	決算額（千円）

（特定財源）
	113,295

国庫(75,522)
	99,839

国庫(66,552)
	98,308
国庫(65,530)


　　　○根拠法令等　地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金交付要綱

　　　　　　　　　　大阪府隣保館運営費等補助金交付要綱

　(2) 地方改善施設整備費事業補助金

　　  市町(指定都市及び中核市除く)が実施する隣保館の大規模修繕に要する経費に対し補助を行った。〔３市町３館〕
	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	45,236
	74,958
	41,155

	決算額（千円）

（特定財源）
	70,239

国庫(46,825)
	51,284

国庫(34,189)
	40,330

国庫(26,885)


　　　○根拠法令等　地方改善施設整備費補助金交付要綱
　
９　地域生活定着支援センター事業

　高齢者や障がい者で、福祉的な支援を必要とする矯正施設退所予定者について、退所後、福祉サービス等につなぐための準備を保護観察所と協働して進め、矯正施設退所者の社会復帰を支援する地域生活定着支援センター事業を（一社）よりそいネットおおさかに委託して行った。

　　　
	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	24,910
	24,910
	24,910

	決算額（千円）（特定財源）
	24,400

国庫(22,600)

雑入(1,800)
	24,400

国庫(22,833)

雑入(1,567)
	24,400

国庫(24,167)

雑入(233)


○根拠法令等　生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱

　　　　　　　　　地域生活定着促進事業実施要領　　　　　　　　
企画推進グループ
１　地域福祉施策の計画的な推進

　　第４期大阪府地域福祉支援計画に基づき、地域福祉施策を計画的に進めた。
　　

(1)　大阪府地域福祉支援計画

社会福祉法第108条の規定による都道府県地域福祉支援計画。多様な地域生活課題に対応するため、従来の取組に加え、高齢や障がい等の福祉サービスや教育・医療等の他分野との連携及び公民協働を一層進めることにより、孤立の防止や制度の狭間を埋めるなど地域福祉のセーフティネットの充実・強化に取り組む計画。

　　　　　第４期大阪府地域福祉支援計画

○策　　定　平成３１年３月

○計画期間　令和元年度から令和５年度

(2)　地域福祉施策の検討状況等

　①　大阪府地域福祉推進審議会について

　　　地域福祉の推進に関する施策についての重要事項を調査審議するために設置。

　　　〇根拠法令　大阪府附属機関条例

　　　〇分科会　　

　　　　　・地域福祉支援計画推進分科会

　　　　　・福祉サービス第三者評価事業推進分科会

　　　　　・福祉基金運営分科会

　　　　　・社会福祉法人設立認可及び施設整備審査分科会

　　②　検討（開催）状況

　　　ア 地域福祉支援計画推進分科会
大阪府地域福祉支援計画を推進するとともに、市町村における地域福祉計画に基づく事業の推進及び先進的な取組みの普及・拡大を図ること等により、地域福祉の向上を図るために設置。
　　　　　〇開催回数　１回

　　　○議題等　　◎第１回分科会（令和２年２月３日）
　　　　　　　　　　・第４期大阪府地域福祉支援計画に係る取組について
　　　　　　　　　　・「地域共生社会推進検討会」最終とりまとめについて
　　　　　　　　　　　　・プラットフォーム（つながる場など）からうまれる地域づくりについて（にしよどリンクの取組）
２　地域福祉・高齢者福祉交付金

　　市町村が創意工夫を凝らし、地域の実情に応じて自由に事業を実施することができるよう、｢地域福祉・高齢者福祉交付金｣により、地域福祉及び高齢者福祉の推進に資する事業を行う市町村に対して財政的支援を行った。

	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	1,990,856
	1,000,000
	957,627

	決算額（千円）
	1,982,711
	998,727
	953,804


○根拠法令等　　大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金交付要綱
※平成30年度に「地域福祉・子育て支援交付金」の子育て支援分野を「新子育て支援交付金」に移行し、地域福祉・高齢者福祉に特化した「地域福祉・高齢者福祉交付金」に組替。

３　日常生活自立支援事業
　　認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等の判断能力が不十分な方々の権利擁護を図るため、福祉サービスの利用援助や日常的金銭管理等を行う「日常生活自立支援事業」を実施する(福)大阪府社会福祉協議会に対して補助を行った。

	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額(千円)
	289,707
	270,728
	295,274

	決算額(千円)

（特定財源）
	289,707

国庫 (144,853)
	265,186
国庫 (132,593)
	293,686

国庫 (146,843)


　○根拠法令等　日常生活自立支援事業費補助金交付要綱
　※平成29年度までは大阪後見支援センター運営費補助金として実施

４　権利擁護人材育成事業（市民後見人の養成等）（移管先：地域福祉課企画推進グループ）
認知症等の人の福祉を増進する観点から、市町村における市民後見人を確保できる体制の整備・強化及び地域における市民後見人の活動を推進するため、地域医療介護総合確保基金を活用し、市民後見人の養成等を実施する府内市町に対して補助を行った。

	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額(千円)
	26,800
	22,587
	23,072

	決算額(千円)

（特定財源）
	26,663

基金繰入金(26,663)
	21,910

基金繰入金(21,910)
	23,054

基金繰入金(23,054)


　○根拠法令等　大阪府権利擁護人材育成事業（市民後見人の養成等）補助金交付要綱

※平成２６年度までは認知症施策等総合支援事業の市民後見推進事業として実施
５　権利擁護人材育成事業（地域権利擁護総合推進事業）
権利擁護に係る施策、制度の連携・活用を図るとともに、地域での権利擁護を担う人材の資質向上のための研修や、市町村において成年後見制度の適切な利用が促進されるための市町村職員等向けの電話等相談業務（スーパーバイズ事業）を（福）大阪府社会福祉協議会に委託し実施した。
	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額(千円)
	5,910
	26,888
	27,033

	決算額(千円)

（特定財源）
	5,910

基金繰入金(5,910)
	26,888

基金繰入金(26,888)
	27,033

基金繰入金(27,033)


※平成２９年度まで地域福祉スーパーバイズ事業として実施、平成３０年度より総合的な権利擁護推進を図る観点から、「地域福祉スーパーバイズ事業」と「大阪後見支援センター運営費補助金」を再編。
６　生活福祉資金貸付事業等

　(1) 生活福祉資金事務費補助金

　　　低所得者世帯、障がい者世帯及び高齢者世帯を対象に、必要な資金の貸付を行い、その経済的自

　　立及び生活意欲の助長促進並びに在宅福祉の促進などを図ることを目的とする貸付事業を行う

　　(福)大阪府社会福祉協議会に対して、補助を行った。
	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	５９，１２５
	５９，１２５
	６０，８５０

	決算額（千円）

(特定財源)
	５９，１２５

国　　庫(28,707)

貸付金元利収入( 5,501)
	５９，１２５

国　　庫(28,707)

貸付金元利収入(0)
	59，936
国　　庫(29,169)

貸付金元利収入(0)


　　　※要保護世帯向け不動産担保型生活資金事務費を含む

　　　○根拠法令等　厚生事務次官通知　
(2) 生活福祉資金貸付事業費補助金

　　　新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた生活資金貸付制度における緊急小口資金等の特例貸付の実施に必要な経費及び貸付原資の補助を、(福)大阪府社会福祉協議会に対して、補助を行った。
	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	０
	０
	２,１１４,０００

	決算額（千円）

(特定財源)
	０

国　　庫(0)
	０

国　　庫(0)
	2,114,000

国　　庫(2,114,000)


　　　○根拠法令等　厚生労働省社会・援護局長通知

７　生活困窮者自立支援事業

　府内郡部（島本町を除く町村）の実施主体として、必須事業に加え、全ての任意事業に被保護者就労準備支援事業及び被保護者家計改善支援事業を加え一体的に実施した。

　自立相談支援事業、就労準備支援事業、家計改善支援事業、子どもの学習・生活支援事業、被保護者就労準備支援事業及び被保護者家計改善支援事業については、大阪府社会福祉協議会に委託して実施した（生活困窮者自立支援等事業）。

ホームレス自立支援施策のうち、巡回相談指導事業に係る費用については自立相談支援事業費を活用して実施した。また、生活困窮者及び生活保護受給者に対して就労支援を効率的かつ効果的に行うため、大阪府（郡部）も含めた１１自治体により、生活困窮者等広域就労支援事業を、有限責任事業組合大阪職業教育協働機構に委託して実施した。

	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	60,886
	71,121
	77,483

	決算額（千円）
	58,489
	70,408
	75,056


※８ ホームレス自立支援関係業務(2)ホームレス巡回相談指導事業及び一時生活支援事業含む。

　　　○根拠法令等　
生活困窮者自立支援法、
生活困窮者自立相談支援事業費等国庫負担金交付要綱
生活困窮者就労準備支援事業費等補助金交付要綱　
　　　　　
８　ホームレス自立支援関係業務

　(1) 大阪府・市町村ホームレス自立支援推進協議会の運営

　　　大阪府及び府内市町村が連携・協力してホームレス自立支援施策を推進するため、大阪府・市町村ホームレス自立支援推進協議会の運営を行った。

(2) ホームレス巡回相談指導事業及び一時生活支援事業の実施

　　　ホームレス巡回相談指導事業及び一時生活支援事業については、大阪市を除く府域を南北２ブロックに分け広域体制で実施した。大阪府は府内福祉事務所未設置基礎自治体の実施主体となるため、島本町を除く町村分の予算を計上し実施した。

○ 令和元年度実績（単位：千円）

	事業名
	予算額
	決算額

	ホームレス巡回相談指導事業

（自立相談支援事業）
	1,442
	1,442

	一時生活支援事業
	2,765
	2,494


　　　○根拠法令等　
生活困窮者自立支援法、
生活困窮者自立相談支援事業費等国庫負担金交付要綱
生活困窮者就労準備支援事業費等補助金交付要綱　
　(3) ホームレスの実態に関する全国調査

　　　国の実施要領に基づき、ホームレス施策の効果を継続的に把握することを目的に府内全市町村に

　　おいて「ホームレスの概数調査」を実施した。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	概数調査１，６７６
	概数調査１，６７６
	概数調査１，６７６

	決算額（千円）

(特定財源)
	概数調査１，２９５

国庫（1,295）
	概数調査１，３２０
国庫（1,320）
	概数調査１，３１７

国庫（1,317）


　　　○根拠法令等

　　　　・統計法

　　　　・ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法

　　　　・ホームレスの自立の支援等に関する基本方針

　　　　・ホームレスの実態に関する全国調査(概数調査)実施要領

　　　　
９　災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）構築事業
　長期避難者の生活機能の低下や要介護度の重度化などの二次被害防止のため、一般避難所で災害時要配慮者（高齢者や障がい者、子ども等）に対する福祉支援を行う福祉専門職のチーム（災害派遣福祉チーム[ＤＷＡＴ]）を派遣できる体制を構築した。
　　〇令和元年度実績（単位：千円）
	年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	3,000

	決算額（千円）
（特定財源）
	5,504
国庫（3,000）


　　〇根拠法令等
　　　・災害福祉支援ネットワーク構築推進等事業実施要領

１０　福祉活動指導員設置事業等（ (1)から(4)の事業担当課は、地域福祉課調整グループ）
社会福祉活動の推進方策について、調査、研究及び企画立案や市町村社会福祉協議会の指導、その他の活動に従事する福祉活動指導員に要する経費、その他、地域福祉のコーディネータースキルアップ研修にかかる経費、大阪府ボランティア・市民活動センター機能の強化を図るための「ボランティアコーディネーター」の設置に要する経費及び府内の民生委員児童委員相互の連絡により協調を図り、地域福祉の推進・児童福祉の増進に寄与する「大阪府民生委員児童委員協議会連合会」に要する経費を(福)大阪府社会福祉協議会等に対し補助した。

	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	35,797
	35,647
	35,647

	決算額（千円）
	35,797
	35,647
	35,647


(1) 福祉活動指導員設置事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　23,378,000 円

(2) ボランティアコーディネーター設置事業費補助金　　　　　　　 2,059,000 円

(3) 民生委員児童委員協議会連合会事務局運営費補助金　　　　　 　8,674,000 円

(4) 民生委員児童委員協議会連合会補助金　　　　　　　　　　　　 1,021,000 円
(5) 地域福祉推進支援事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　 515,000 円
　注　地域福祉課調整グループ　３の事業を再掲。

社 会 援 護 課

生活保護調整グループ

１　生活保護に関する統計業務

　　厚生労働省による被保護者調査及び福祉行政報告例（統計調査）を実施することで、本府における

　生活保護行政の実態を数量的に把握し、施策の運営、企画及び立案のための基礎資料を得た。

　(1) 年度別保護状況（１ヵ月平均：政令指定都市を除く）

　　　令和元年度における被保護世帯数は１ヵ月平均で８８，０５２世帯、被保護人員は１ヵ月平均で

　　　１１６，４７７人である。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	被保護世帯数
	８８，８８３世帯
	８８，５００世帯
	８８，０５２世帯

	被保護人員
	１２１，３３７人
	１１８，９３８人
	１１６，４７７人

	保護率
	２２．９６‰
	２２．５８‰
	２２．１６‰


　(2) 年度別医療扶助人員(１ヵ月平均：政令指定都市を除く)

　　　令和元年度における医療扶助人員は１ヵ月平均で９９，５４１人である。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	医療扶助人員
	１０１，７２２人
	１００，３５１人
	　９９，５４１人

	内

訳
	入　院
	　　５，１０５人
	　　５，０１２人
	　　４，９６２人

	
	入院外
	　９６，６１７人
	　９５，３３９人
	　９４，５７９人


　(3) 年度別介護扶助人員(１ヵ月平均：政令指定都市を除く)

　　　令和元年度における介護扶助人員は１ヵ月平均で２３，３４９人である。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	介護扶助人員
	２１，７５０人
	２２，５４３人
	２３，３４９人

	内

訳
	施設介護
	　１，３３４人
	　１，３２１人
	　１，２６０人

	
	居宅介護
	２０，４１５人
	２１，２２１人
	２２，０８９人


　　　※統計数値の内訳の合計と合計数とは、四捨五入により必ずしも一致しない場合がある。

　　　○根拠法令等　地方自治法第２４５条の４第１項

２　生活保護施設等の運営指導

　(1) 救護施設機能強化推進事業

　　　救護施設に入所している要援護障がい者の処遇向上を図るため、介護機能を付加する民間救護施

　　設に対して補助を行った。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	３，０２４
	３，０２４
	３，０２４

	決算額（千円）
	３，０２４
	３，０２４
	２，７３７


　　　〇根拠法令等　大阪府民間救護施設利用者等サービス向上支援事業補助金交付要綱

(2) 無料低額宿泊所の運営指導

　　　社会福祉法第２条第３項第８号に規定する無料低額宿泊所における施設の適切な運営及び利用者

　　の処遇の確保等を図るため、府が所管する施設に対して実地調査を行った。
	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	対象施設数
	４か所
	４か所
	３か所

	調査実施施設数
	４か所
	４か所
	０か所


　　　〇根拠法令等　社会福祉法

３　生活保護費国庫負担金等の交付

　　生活保護費国庫負担金及び補助金を２６市町に対して交付する事務を行った。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	国庫負担金交付額
	102,012,641,000円 
	89,808,518,000円
	79,615,435,000円 


　　　〇根拠法令等　生活保護法第７５条第１項
　　　　　　　　　　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第２６条第２項

　　　　　　　　　　生活扶助費等国庫負担金、医療扶助費等国庫負担金及び介護扶助費等国庫負担金

　　　　　　　　　　交付要綱
４　生活保護費府費負担金の交付

　　府費負担金を２６市町に対し交付した。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予 算 額（千円）
	２，５８１，２１０
	２，５３８，４４３
	２，４０８，４５４

	決 算 額（千円）
	２，５３２，４５７
	２，４７８，８９０
	２，３２７，８２１


　　　〇根拠法令等　生活保護法第７３条
５　レセプトＯＣＲデータの提供料費用・レセプト電子データの提供料費用
　　大阪府社会保険診療報酬支払基金によるレセプトＯＣＲデータの提供費用の支出状況は、次のとお

　りである。なお、平成２３年度からレセプトの電子化に伴い提供内容の変更を行った。

	区分（電子データ）
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度


	提供件数
	３７，６４６件
	３９，０２６件
	３９，２７２件

	提供料
	６４，１４６円
	６３，５４７円
	６３，４６２円


　　　〇根拠法令等　医療扶助運営要領生活保護法第５３条第４項

　　　　　　　　　　社会保険診療報酬支払基金法第１５条第２項

６　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律に基づく業務

　(1) 支援給付に関する統計業務

　　ア　年度別支援状況（１ヵ月平均：政令指定都市・中核市を除く）

　　　　令和元年度における被支援世帯数は１ヵ月平均で６８世帯、被支援人員は１か月平均で

　　　　１０１人である。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	被支援世帯数
	 １０６世帯
	７９世帯
	６８世帯

	被支援人員
	１５２人
	１１６人
	１０１人


　　イ　年度別医療支援給付人員(１ヵ月平均：政令指定都市・中核市を除く)

　　　　令和元年度における医療支援給付人員は１ヵ月平均で９７人である。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	医療支援給付人員
	１４３人
	１０９人
	９７人

	内

訳
	入院
	　　６人
	　　７人
	　４人


	
	入院外
	１３８人
	１０１人
	９２人


　　　※統計数値の内訳の合計と合計数とは、四捨五入により必ずしも一致しない場合がある。

　　ウ　年度別介護支援給付人員(１ヵ月平均：政令指定都市・中核市を除く)

　　　　令和元年度における介護支援給付人員は１ヵ月平均で７１人である。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	介護支援給付人員
	１０２人
	  ７９人
	７１人


　　　○根拠法令等　地方自治法第２４５条の４第１項
　(2) 支援給付費府費負担金

　　　府費負担金を摂津市に対し次のとおり交付した。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額(千円)
	６，１２８
	３，０４５
	１，９３７

	決算額(千円)
	１，３３１
	３２
	１５３


　　　〇根拠法令等　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

　　　　　　　　　　特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条

７　行旅病人及び行旅死亡人取扱費の交付（政令指定都市・中核市を除く。）
　　　行旅病人及び行旅死亡人が発生した際、病人を救護し、又は死体の埋葬等に市町村が支弁した費

　　用について、次のとおり交付金を交付した。
	区　　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	４，４６７
	４，２４２
	４，３６０

	件　　　　　数
	２２件
	２１件
	２４件

	決　　算　　額
	３，２８０，３９４円
	３，７４５，５９４円
	４，２９９，５４３円


　　　※令和元年度から寝屋川市が中核市へ移行

　　　〇根拠法令等　行旅病人及行旅死亡人取扱法、行旅病人死亡人等ノ引取及費用弁償ニ関スル件

　　　　　　　　　　墓地、埋葬等に関する法律第９条

８　「大阪府被保護者等に対する住居・生活サービス等提供事業の規制に関する条例」の運用
　　　生活保護受給者の生活の安定と自立の助長を図るために、「大阪府被保護者等に対する住居・

　　生活サービス等提供事業の規制に関する条例」を制定し、平成２３年２月１日に施行した。

　　　事業者の届出状況は次のとおり。
	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	事業開始届
	　　０件
	　　１件
	　４件

	変更届
	　　３件
	　　１件
	　０件

	廃止届
	　５５件
	　　２件
	　５件

	年度末届出事業者数
	１２０件
	１１９件
	１１８件


　　　〇根拠法令等　大阪府被保護者等住居・生活サービス等提供事業の規制に関する条例

生活保護審査・指導グループ

１　生活保護の運営について

　　　生活保護法の施行に関する事務について、指導監査機関として府内実施機関(政令指定都市を除

　　く。)に対し、監査指導等を実施した。また、被保護者等からの審査請求に係る事務を行った。

　(1) 事務監査の実施

　　　保護の決定とその適正化を図るため、実施機関に対し、計画的に事務監査を実施した。

	区　　　分
	実施事務所数
（単位：事務所）
	監査従事延職員数
（単位：人）
	監査実施実日数
（単位：日）

	年　度　別
	29年度
	30年度
	R1年度
	29年度
	30年度
	R1年度
	29年度
	30年度
	R1年度

	一

般
	市　部
	32
	32
	32
	528
	509
	537
	83
	84
	86

	
	郡　部
	3
	3
	3
	33
	30
	18
	6
	6
	4

	
	小　計
	35
	35
	35
	561
	539
	555
	89
	90
	90

	特別監査
	2
	2
	2
	10
	8
	3
	2
	2
	1

	特別指導監査
	1
	1
	1
	47
	42
	34
	9
	8
	7

	厚生労働省監査
	1
	1
	1
	22
	20
	20
	5
	5
	5

	計
	39
	39
	39
	640
	609
	612
	105
	105
	103


　　　※各年度に実施した事務所数の合計は延べである。厚生労働省監査は、府本庁監査を除く

　　　〇根拠法令　生活保護法第２３条、地方自治法第１５４条

　(2) 生活保護の適正かつ有効な実施を図るため、実施機関の職員に対して必要な研修を計画的に実施

　　し、その資質の向上に努めた。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	福祉事務所

職員研修会
	回　　数
	６回
	５回
	５回

	
	参加人数
	４５１人
	４２９人
	４０１人

	自立支援
事業研修会
	回　　数
	１回
	１回
	新型コロナウィルス感染症拡大防止のため中止

	
	参加人数
	１０６人
	６４人
	

	合　　計
	回　　数
	７回
	６回
	５回

	
	参加人数
	５５７人
	４９３人
	４０１人


　(3) 審査請求事務

　　　生活保護法及び行政不服審査法に基づき、実施機関が行った保護の決定等処分に対する被保護者

　　等からの審査請求を受理し、審査事務を実施している。　　　　　　　　　　　（単位：件数）

	区　分
	Ｈ21
	Ｈ22
	Ｈ23
	Ｈ24
	Ｈ25
	Ｈ26
	Ｈ27
	Ｈ28
	Ｈ29
	Ｈ30
	Ｒ1

	審査請求

件　　数
	148
	128
	134
	141
	1,916
	837
	899
	122
	116
	936
	613

	処理件数
	114
	182
	85
	134
	70
	1,278
	2,295
	　98
	　　95
	　　82
	154


　　　※処理件数には過年度繰越分を含む。

　　　※令和元年度中受理分の処理状況

　　　　認容　０件、棄却　０件、却下　６件、取り下げ　１２件、翌年度繰越し　５９５件

　　　○根拠法令等　生活保護法第６４条　行政不服審査法

２　生活保護法に基づく指定医療機関等の状況（政令指定都市・中核市を除く。）

　　　生活保護法の施行に関する事務について、医療機関の指定等の事務を行った。

令和元年度中の指定医療機関等の状況は、次のとおりである。

	区　　分
	件　　数
	内　　　　　　　　　　　　　訳

	
	
	病　院
	診療所
	歯　科
	薬　局
	訪問看護
事業者

	指    　　定
	466
	4
	100
	36
	106
	63

	変　    　更
	469
	11
	54
	14
	279
	96

	廃　    　止
	232
	9
	77
	13
	90
	10

	辞　    　退
	2
	0
	2
	0
	0
	0

	休 止・再 開
	2
	0
	2
	0
	0
	0

	取　    　消
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	令和元年度末
	7,076
	194
	2,826
	1,849
	1,659
	504


　　○根拠法令等　・生活保護法第49条

　 　　　　　　　 ・中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者




の自立の支援に関する法律第14条

３　生活保護法指定医療機関の指導・検査
指定医療機関の個別指導を実施し、被保護者の処遇が適正に行われるよう福祉事務所と指定医療機関相互の協力体制の確保に努めた。

また、診療内容及び診療報酬請求の適否を調査する必要のある指定医療機関に対して、立入検査を実施することとなっているが、令和元年度に対象案件はなかった。

なお、個別指導及び立入検査実施状況は、次のとおりである。

	年度
	区　分
	個　　別　　指　　導
	立　　入　　検　　査

	
	
	指導実施
医療機関数
	内　　　訳
	検査実施
医療機関数
	内　　　訳

	
	
	
	一般病院
	精神科病院
	
	一般病院
	精神科病院

	29年度
	医療機関
	３６
	２４
	 　　  １２
	 　　　  ０
	　     ０
	０

	30年度
	医療機関
	３６
	２４
	 　　  １２
	 　　　  ０
	　     ０
	０

	令和元年度
	医療機関
	３６
	２４
	 　　  １２
	 　　　  ０
	　     ０
	０


〇根拠法令　生活保護法第50条及び第54条
４　診療報酬の審査決定状況

　(1) 指定医療機関

　　　府内における診療報酬の審査、決定を行った状況は、次のとおりである。

	支払基金審査結果
	知事決定後における
過誤調整額
	医療扶助決定

	件　　数
	金　　額(円)
	件　数
	金　　額(円)
	件　　数
	金　　額(円)

	1,457,425
	54,434,231,997
	△13,646
	△717,111,300
	1,443,779
	53,717,120,662


　　　〇根拠法令　生活保護法第５３条

　(2) 非指定医療機関

　　　非指定医療機関の診療報酬の審査を行った状況は、次のとおりである。

	区　　　　分
	審　　査　　件　　数
	医　療　扶　助　額

	令和元年度
	２件
	　　６５３，８３０円


　　　〇根拠法令等　　医療扶助運営要領

５　診療報酬の審査支払手数料

　　大阪府社会保険診療報酬支払基金に対する診療報酬の審査支払手数料の支出状況は次のとおりであ

　る。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	審査支払件数
	1,179,327件
	1,039,646件
	932,713件

	審査支払手数料
	48,430,457円
	40,956,634円
	35,268,492円


　　　〇根拠法令等　生活保護法第５３条

　　　　　　　　　　社会保険診療報酬支払基金法第15条

６　指定介護機関の状況(政令指定都市・中核市を除く。以下同じ。)
　　　令和元年度中の指定等の状況は、次のとおりである。

	区

分
	事　業　種　別
	平

成

30

年

度

末
	指

定
	休

止

・

再

開
	廃

止
	変

更
	辞

退
	取

消
	令

和

元

年

度

末

	内

訳
	居

宅

介

護
	訪問介護
	2,220
	119
	4
	40
	180
	0
	1
	2,302

	
	
	訪問入浴介護
	66
	0
	0
	1
	13
	0
	0
	65

	
	
	訪問看護
	1,464
	172
	2
	34
	130
	2
	0
	1,604

	
	
	訪問リハビリテーション
	1,468
	113
	0
	19
	17
	2
	0
	1,562

	
	
	居宅療養管理指導
	2,861
	284
	0
	76
	257
	3
	0
	3,069

	
	
	通所介護
	835
	32
	0
	8
	83
	0
	0
	859

	
	
	通所リハビリテーション
	802
	122
	0
	16
	20
	2
	0
	908

	
	
	短期入所生活介護
	257
	8
	1
	1
	10
	0
	0
	265

	
	
	短期入所療養介護
	119
	3
	0
	1
	3
	0
	0
	121

	
	
	特定施設入所者生活介護
	40
	2
	0
	0
	0
	0
	0
	42

	
	
	福祉用具貸与
	481
	24
	1
	9
	28
	0
	0
	497

	
	
	特定福祉用具販売
	259
	23
	0
	9
	26
	0
	0
	273

	
	居宅介護支援事業
	1,946
	84
	3
	38
	101
	0
	1
	1,994

	
	
	介護老人福祉施設
	74
	1
	0
	0
	2
	0
	0
	75

	
	
	介護老人保健施設
	80
	2
	0
	0
	1
	0
	0
	82

	
	
	介護療養型医療施設
	43
	0
	0
	3
	2
	0
	0
	40

	
	
	介護医療院
	0
	2
	0
	0
	0
	0
	0
	2

	
	地域密着型
	地域密着型通所介護
	725
	34
	1
	27
	26
	0
	0
	733

	
	
	定期巡回・随時対応型訪問介護看護
	28
	1
	0
	0
	4
	0
	0
	29

	
	
	夜間対応型訪問介護
	8
	1
	0
	0
	0
	0
	0
	9

	
	
	認知症対応型通所介護
	92
	2
	1
	1
	2
	0
	0
	94

	
	
	小規模多機能型居宅介護
	99
	1
	0
	0
	13
	0
	0
	100

	
	
	認知症対応型共同生活介護
	187
	2
	0
	0
	2
	0
	0
	189

	
	
	地域密着型特定施設入居者生活介護
	4
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4

	
	
	地域密着型介護老人福祉施設
	43
	1
	0
	0
	0
	0
	0
	44

	
	
	看護小規模多機能型居宅介護
	17
	2
	0
	0
	8
	0
	0
	19

	
	介

護

予

防
	介護予防訪問介護
	1,979
	0
	0
	1
	37
	0
	0
	－

	
	
	介護予防訪問入浴介護
	43
	0
	0
	1
	13
	0
	0
	42

	
	
	介護予防訪問看護
	1,281
	170
	0
	33
	130
	2
	0
	1,418

	
	
	介護予防訪問リハビリテーション
	760
	113
	0
	19
	17
	2
	0
	854

	
	
	介護予防居宅療養管理指導
	2,472
	283
	0
	73
	252
	3
	0
	2,682

	
	
	介護予防通所介護
	1,390
	0
	0
	1
	10
	0
	0
	－

	
	
	介護予防通所リハビリテーション
	783
	122
	0
	16
	20
	2
	0
	889

	
	
	介護予防短期入所生活介護
	239
	6
	0
	1
	10
	0
	0
	244

	
	
	介護予防短期入所療養介護
	89
	4
	0
	0
	1
	0
	0
	93

	
	
	介護予防特定施設入所者生活介護
	36
	2
	0
	0
	0
	0
	0
	38

	
	
	介護予防福祉用具貸与
	421
	24
	0
	9
	28
	0
	0
	436

	
	
	特定介護予防福祉用具販売
	254
	23
	0
	9
	26
	0
	0
	268

	
	地域密着型
	介護予防支援事業
	123
	11
	0
	4
	12
	0
	0
	130

	
	
	介護予防認知症対応型通所介護
	89
	2
	0
	1
	2
	0
	0
	90

	
	
	介護予防小規模多機能型居宅介護
	85
	1
	0
	0
	12
	0
	0
	86

	
	
	介護予防認知症対応型共同生活介護
	122
	2
	0
	0
	2
	0
	0
	124

	
	総合事業
	第一号訪問事業
	1,802
	84
	2
	0
	76
	0
	0
	1,886

	
	
	第一号通所事業
	1,449
	65
	1
	0
	61
	0
	0
	1,514

	
	
	第一号生活支援事業
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	
	総合事業（介護予防ケアマネ）
	120
	0
	0
	1
	3
	0
	0
	119


　　　〇根拠法令等　生活保護法第５４条の２

　　　　　　　　　　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

　　　　　　　　　　特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条

７　指定介護機関の指導・検査
　　　指定介護機関の個別指導を実施し、被保護者の処遇が適正に行われるよう福祉事務所と指定介護

　　機関相互の協力体制の確保に努めた。

　　　また、介護サービスの内容及び介護の請求の適否を調査する必要のある介護指定機関に対して、

　　立入検査を実施することとなっているが、令和元年度に対象案件はなかった。

　　　なお、個別指導及び立入検査実施状況は、次のとおりである。

	年度
	区

分
	個　別　指　導
	立　入　検　査

	
	
	指導実施

介　　護

事 業 数
	内　　　　　　訳
	検　査

実　施

介　護

事業数
	内　　　訳

	
	
	
	介護老人

福祉施設
	介護老人

保健施設
	介　　護

療 養 型

医療施設
	居宅介護
	
	施設介護
	居宅介護

	29
	事
業
所
	137ヵ所
	16ヵ所
	0ヵ所
	0ヵ所
	121ヵ所
	0ヵ所
	0ヵ所
	0ヵ所

	30
	
	51ヵ所
	17ヵ所
	0ヵ所
	0ヵ所
	34カ所
	0ヵ所
	0ヵ所
	0ヵ所

	R1
	
	34ヵ所
	13ヵ所
	0ヵ所
	0ヵ所
	21カ所
	0ヵ所
	0ヵ所
	0ヵ所


　　　〇根拠法令等　生活保護法第５０条及び第５４条

８　介護報酬の審査決定状況
　　介護報酬の審査決定

　　　府内における介護報酬の審査、決定を行った状況は、次のとおりである。

	国保連審査結果
	再審査・過誤
	介護扶助決定

	件数
	公費対象金額
	件数
	公費対象金額
	件数
	金額

	405,448件
	23,243,310,681円
	△2,984件
	△309,011,478円
	402,464件
	2,311,252,808円


　　　〇根拠法令等　生活保護法第５３条及び第５４条
９　介護報酬の審査支払手数料

　　大阪府国民健康保険団体連合会に対する介護報酬の審査支払手数料の支出状況は、次のとおりであ

　る。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	審査支払件数
	462,242件
	428,412件
	400,417件

	審査支払手数料
	22,429,399円
	20,887,359円
	19,605,571円


　　　○根拠法令等　国民健康保険法第４５条

１０　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく状況

　(1) 事務監査の実施

　　　支援給付制度の適正かつ効率的な実施を図るため、府内実施機関（政令指定都市を除く。)に対

　　し、計画的に事務監査を実施した。

	区　　　分
	実施事務所数
（単位：事務所）
	監査従事延職員数
（単位：人）
	監査実施実日数
（単位：日）

	年　度　別
	29年度
	30年度
	R1年度
	29年度
	30年度
	R1年度
	29年度
	30年度
	R1年度

	実地監査
	市 部
	5
	4
	5
	24
	17
	17
	9
	8
	10

	
	郡 部
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	小 計
	5
	4
	5
	24
	17
	17
	9
	8
	10

	書面監査
	市 部
	16
	18
	15
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	
	郡 部
	0
	0
	0
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	
	小 計
	16
	18
	15
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	特別監査
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	厚生労働省監査
	1
	0
	0
	10
	0
	0
	3
	0
	0

	計
	22
	22
	20
	34
	17
	17
	12
	8
	10


　　　〇根拠法令等　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

　　　　　　　　　　特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条

　　　※事務監査は、平成２１年度から実施。実地監査及び厚生労働省監査は４年に１度実施。

　(2) 診療報酬の審査決定（政令指定都市・中核市を除く。以下同じ。）

　　　府内における診療報酬の審査、決定を行った状況は、次のとおりである。

	支払基金審査結果
	知事決定後における
過誤調整額
	医療扶助決定

	件　数
	金　　　額
	件　数
	金　　　額
	件　数
	金　　　額

	4,126件
	128,800,108円
	△25件
	△404,070
円
	4,101件
	128,396,038
円


　　　〇根拠法令等　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

　　　　　　　　　　特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条

　(3) 診療報酬の審査支払手数料

　　　大阪府社会保険診療報酬支払基金に対する診療報酬の審査支払手数料の支出状況は次のとおりで

　　ある。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	審査支払件数
	３，７９５件
	２，７４７件
	２，５３９件

	審査支払手数料
	１５３，８２５円
	１０６，７４３円
	９４，５９６円


　　　〇根拠法令等　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

　　　　　　　　　　特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条

　　　　　　　　　　社会保険診療報酬支払基金法第１５条

　(4) 介護報酬の審査決定

　　　府内における介護報酬の審査、決定を行った状況は、次のとおりである。

	国保連審査結果
	再審査・過誤
	介護扶助決定

	件数
	公費対象金額
	件数
	公費対象金額
	件数
	金　　　額

	1,623件
	120,950,811円
	△4件
	326,556円
	1,619件
	8,074,811円


　　　〇根拠法令等　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

　　　　　　　　　　特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条

　(5) 介護報酬の審査支払手数料

　　　大阪府国民健康保険団体連合会に対する介護報酬の審査支払手数料の支出状況は、次のとおりで

　　ある。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	審査支払件数
	２，６７６件
	２，１０３件
	１，９２１件

	審査支払手数料
	１２７，１０３円
	９９，８８５円
	９１，２４２円


　　　〇根拠法令等　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

　　　　　　　　　　特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条

恩 給 援 護 グ ル ― プ

１　恩給関係業務

　　　旧軍人、軍属に関する普通恩給、普通扶助料、一時恩給及び一時扶助料等の請求受付、進達処理

　　を行った。

　(1) 普通恩給・普通扶助料

　　　実在職年数と加算年数の合計年数が１２年以上になる旧軍人及びその遺族に支給される。

　　　　〇根拠法令等　恩給法

　(2) 一時恩給・一時扶助料

　　　引き続く実在職年数が３年以上あり､普通恩給等に該当しない旧軍人及びその遺族に支給される｡

　　　　〇根拠法令等　恩給法

　(3) 一時金・遺族の一時金

　　　実在職年数が併せて３年以上あり、普通恩給等に該当しない旧軍人及びその遺族に支給される。

　　　　〇根拠法令等　恩給法

　(4) 傷病恩給・公務扶助料等

　　　公務上負傷し、又は疾病にかかり、一定程度の障がいの状態にある旧軍人に支給される。

　　　また、公務死亡した軍人等の遺族に対して、公務扶助料等が支給される。

　　　　○根拠法令等　恩給法

　(5) 軍歴証明

　　　地方公務員等共済組合法等の規定により、旧軍人、軍属としての在職年数、加算年数が通算されるため、これら旧軍人、軍属に係る履歴の証明等を行った。

	区　　　　　分
	前年度繰越件数
	受付件数
	処理件数
	未処理件数

	(1) 普通恩給・普通扶助料
	０件
	０件
	０件
	０件

	(2) 一時恩給・一時扶助料
	０件
	０件
	０件
	０件

	(3) 一時金・遺族の一時金
	０件
	０件
	０件
	０件

	(4) 傷病恩給・公務扶助料等
	０件
	０件
	０件
	０件

	(5) 軍歴証明
	０件
	１７件
	１７件
	０件


　　　〇根拠法令等　　恩給法、地方自治法

(6) 兵籍簿等の提供

　　　死没旧軍人軍属の遺族等から供養・慰霊等を目的として兵籍簿等の提供申請に対し、兵籍簿等の情報提供を行った。

　　　　　元年度　１０６件

２　戦傷病者援護関係業務

　　　旧軍人、軍属、準軍属の障害年金の請求受付、進達処理を行うとともに、戦傷病者手帳の交付等

　　を行った。

　(1) 障害年金

　　　旧陸海軍の軍属、準軍属が公務に従事中、その公務により受傷罹病した場合、その障がいの程度

　　に応じて支給される。

	前年度繰越件数
	受付件数
	処理件数
	未処理件数

	０件
	０件
	０件
	０件


　　　〇根拠法令　戦傷病者戦没者遺族等援護法

　(2) 戦傷病者手帳

　　　公務上の傷病について、恩給法に定める程度の障がいがあると認められる者に、特に療養の給付

　　等の援護を行うため、戦傷病者手帳を交付した。

　　　　３０年度末　手帳所持者数　　　　２２５人

　　　　　元年度　　新規交付者数　　　　　　０人

　　　　　元年度　　 eq \o\ad(返還数,　　　　　　　　　　　　)　　　　　３２人

　　　　　元年度末　手帳所持者数　　　　１９３人

　　　〇根拠法令　戦傷病者特別援護法

　(3) 戦傷病者手帳保持者に対する各種援護

　　ア　療養の給付

　　　　公務上の疾病について必要な療養の給付を行った。

	区　　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	処　理　件　数
	１８件
	４４件
	　２２件

	支給額（千円）
	４１４
	１０３０
	　８４６


　　イ　療養手当の支給

　　　　１年以上入院して療養の給付を受けている者で、増加恩給・傷病年金等を受給していない者に

　　　支給した。

	区　　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	処　理　件　数
	０件
	０件
	０件

	支給額（千円）
	０
	０
	０


　　ウ　補装具の交付及び修理

　　　　公務上の疾病による障がいについて補装具を支給・修理した。

	区　　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	処　理　件　数
	３件
	０件
	０件

	支給額（千円）
	５５６
	０
	０


　　エ　葬祭費の支給

　　　　療養の給付を受けている戦傷病者が認定されている傷病により死亡した場合、その葬祭を行っ

　　　た者に対して支給した。

	区　　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	処　理　件　数
	０件
	０件
	１件

	支給額（千円）
	０
	０
	２０９


　　オ　戦傷病者ＪＲ乗車券引換証の交付

　　　　大阪府に在住する一定要件を満たす戦傷病者にＪＲ乗車券引換証を交付した。

	区　　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	介護者付引換証(甲種)
	　４６件
	　２８件
	　２０件

	単独用引換証(乙種)
	　２３件
	　１９件
	　１５件

	甲種及び乙種の併給
	　１２件
	　１２件
	　  ７件

	計
	　８１件
	　５９件
	　４２件


　　　○根拠法令等　戦傷病者特別援護法
　(4) 戦傷病者相談員
　　　戦傷病者の援護に必要な指導等を行うため、戦傷病者の援護に熱意と識見を持っている者に厚生

　　労働大臣が業務を委託した。
	　区　　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額(千円)
	１５６
	１３０
	１３０

	決算額(千円)

（特定財源）
	１１７

国庫(117)
	１３０

国庫(130)
	９１

国庫(91)

	相談員数(人)
	５

（H29.1.1～）４

（H29.10.1～）５
	５

（H29.10.1～）５
	２

（H31.4.1～）５
 （R1.10.1～）２

	相談件数(件)
	０
	１
	０

	相談員の手当(円)
	２６，０００
	２６，０００
	２６，０００


　　　○根拠法令等　戦傷病者特別援護法

３　戦没者の遺族援護関係業務

　　　戦没した軍人・軍属・準軍属の遺族に対し、遺族年金・弔慰金・遺族給与金等の請求受付、進達

　　処理及び特別弔慰金の請求受付、裁定処理を行った。

　(1) 遺族年金・遺族給与金

　　　公務及び勤務に関連した傷病等により死亡した軍人・軍属・準軍属の遺族に支給される。

　　　○根拠法令等　戦傷病者戦没者遺族等援護法

　(2) 弔　慰　金

　　　昭和１６年１２月８日以降、公務上又は勤務に関連した傷病により死亡した軍人・軍属の遺族に

　　支給される。

　　　○根拠法令等　戦傷病者戦没者遺族等援護法
　(3) 平病死遺族年金（遺族給与金）
　　　障害年金を受給していた者が、他の疾病により死亡(平病死)した場合、遺族に支給される。

　　　○根拠法令等　戦傷病者戦没者遺族等援護法

　(4) 遺族年金（遺族給与金）額改定請求
　　　１人の戦没者に対する遺族年金を２人以上の方が受給している場合で、そのうちの１人が受給権

　　を失った(亡くなった)場合等残る受給権者の年金額が改定され支給される。

　　　○根拠法令等　戦傷病者戦没者遺族等援護法
　(5)戦没者等の遺族に対する特別弔慰金

　　　一定の基準日において、恩給法による公務扶助料や特例扶助料、援護法による遺族年金等の受給

　　権を有する遺族がいない場合に、残された遺族に対し支給される。

　　　○根拠法令等　戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法

　(6)戦没者等の妻に対する特別給付金

　　　一定の基準日において、恩給法による公務扶助料や特例扶助料、援護法による遺族年金等の受給

　　権を有する戦没者等の妻に対し支給される。

　　　○根拠法令等　戦没者の妻に対する特別給付金支給法

　(7)戦傷病者等の妻に対する特別給付金

　　　一定の基準日において、恩給法に定める第５款症以上の障がいの程度を有し、恩給法による増加

　　恩給や傷病年金、援護法による障がい年金等の年金給付等を受けている戦傷病者等の妻に対し支給

　　される。

　　　○根拠法令等　戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法

　(8)戦傷病者等の妻に対する特別給付金（平病死）

　　　過去に一定の特別給付金の受給権を取得した戦傷病者の妻のうち、公務扶助料等を受ける権利を

　　有していない者に対し支給される。

　　　○根拠法令等　戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法

　(9)戦没者の父母等に対する特別給付金

　　　一定の基準日において、恩給法による公務扶助料や特例扶助料、援護法による遺族年金等の受給

　　権を有する戦没者の父母・祖父母で、戦没者の死亡当時戦没者以外に子も孫もなく、その後も自然

　　血族たる子も孫も有しなかった者に対し支給される。

　　　○根拠法令等　戦没者の父母等に対する特別給付金支給法

　(10)引揚者給付金

　　　引揚者で引揚日において日本国籍を有し、外地に引続き６月以上生活の本拠を有していた者に対

　　し、支給(７，０００～２８，０００円)される。

　　　○根拠法令等　引揚者給付金等支給法

　(11) 引揚者に対する特別交付金

　　　引揚者で引揚日において日本国籍を有し、外地に引続き１年以上生活の本拠を有していた者に対

　　し、支給(２０，０００～１６０，０００円)される。

　　　○根拠法令等　引揚者等に対する特別交付金の支給に関する法律

	区　　　　　分
	前年度

繰越件数
	受付件数
	処理件数

	(1) 遺族年金(遺族給与金)
	　　０件
	　　０件
	　　０件

	(2) 弔慰金
	　　０件
	　　０件
	　　０件

	(3) 平病死遺族年金
	　　０件
	　　０件
	　　０件

	(4) 遺族年金額改定請求
	　　０件
	　　０件
	　　０件

	(5) 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金
	　　10件
	１件
	 10件

	(6) 戦没者等の妻に対する特別給付金
	　　０件
	３件
	３件

	(7) 戦傷病者等の妻に対する特別給付金
	　　１件
	　　３件
	　　４件

	(8) 戦傷病者等の妻に対する特別給付金

　　(平病死)
	　　０件
	　30件
	　30件

	(9) 戦没者等の父母等に対する特別給付金
	　　０件
	　　０件
	　　０件

	(10)引揚者に対する給付金
	　　０件
	　　０件
	　　０件

	(11)引揚者に対する特別交付金
	　　０件
	　　０件
	　　０件


　(12) 戦没者遺族相談員
　　　戦没者遺族の福祉の増進を図り､遺族年金等の相談及び生活上の各種相談､指導業務を行うため、

　　戦没者遺族の援護に熱意と識見を持っている者の中から厚生労働大臣が業務を委託した。

	区　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額(千円)
	１，３２６
	１，３２６
	１，３２６

	決算額(千円)

（特定財源）
	１，３１１

国庫(1,311)
	１，３００

国庫(1,300)
	１，２９６

国庫(1,296)

	相談員数
	５１人

（H29.1.1～）５０人

（H29.10.1～）５１人
	５０人
（H30.4.1～）５０人
	５１人
（H31.4.1～）５０人
（R1.10.1～）５１人

	相談件数
	５８７件
	１９５件
	２２７件

	相談員の手当
	２６，０００円
	２６，０００円
	２６，０００円


○根拠法令等　戦没者遺族相談員設置要綱

４　法外援護関係業務

　(1) 戦没者の慰霊追悼

　　ア　戦後７４年大阪戦没者追悼式

　　　　先の大戦による戦争犠牲者に対し、追悼の誠を捧げ、恒久平和の誓いをこめて実施した。

　　　　　・ eq \o\ad(対象柱数,　　　　　　　　　　)　　　　　　１２７，５００柱

　　　　　　　　　　　　　　　　軍人・軍属等戦没者　　１０５，３００柱

　　　　　　　　　　　　　　　　外地死没者　　　　　　　　９，２００柱

　　　　　　　　　　　　　　　　戦災死没者　　　　　　　１３，０００柱

　　　　　・日　　　時　　　　令和元年８月２日（金）
　　　　　・場　　　所　　　　大阪国際交流センター

　　　　　・参列遺族等　　　　１，０００人

　　　　　・来　　　賓　　　　厚生労働大臣代理ほか３００人

　　イ　戦没者慰霊巡拝等

　　　　戦没者に対し追悼の誠を捧げるため、国等が実施する慰霊巡拝行事等に供花料を支出した。

　　　　　【主 催 者 等】            【供花数】 

　　　　　　政　　　　府　　　　　　　　１　件

　　　　　　戦跡巡拝ほか　　　　　　　　４　件

　　　　　　 eq \o\ad(遺　族　会,　　　　　　　　　　　　)　　　　　　　　０　件

　　　　　　その他の団体　　　　　　　　２　件　　

　　　 　　　　　計　　　　　　　 　　　７　件

　　ウ　全国戦没者追悼式

　　　　政府主催の全国戦没者追悼式に府内遺族代表を(一財)大阪府遺族連合会に委託し参列させた。

　　　　・参　列　者　　　　　　　　　　　１４７人
　　　　　　　　　 eq \o\ad(戦没者遺族,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)　　　１４１人（(一財)大阪府遺族連合会役員含む）

　　　　　 内訳　  eq \o\ad(原爆死没者遺族,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)　　　　　２人
　　　　　　　　　 eq \o\ad(戦災死没者遺族,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)　　　　　４人
　　　　
・日　時　令和元年８月１５日（木）

　　　　・場　所　日本武道館
　(2) 一般財団法人大阪府遺族連合会事業

　　　(一財)大阪府遺族連合会の事業・運営に対して補助を行った。

	区　　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額(千円)
	１，２５８
	８０４
	８０４

	決算額(千円)
	１，２５８
	８０４
	８０４


　平成２９年度については、「なにわの塔」（沖縄県）の休憩所の日除け屋根の老朽化による撤去のため、補助金（454千円）を支出した。（大阪市も負担有）
　(3) 引揚者収容施設の管理業務

　　　終戦後、海外からの引揚者の住宅難を解消するため、応急処置として設置した引揚者収容施設の

　　維持管理及び転居促進等の業務を行った。

　　ア　引揚者収容施設の管理業務

	施　設　名
	所　在　地
	設置年
	当初設置戸数
	退去数
(令和元年度末)
	現入居戸数

	東貝塚引揚者住宅
	貝塚市半田
	昭和２６年
	５０戸
	４７戸
	３戸


　　　○設置根拠　S21.10.22：引揚者等援護緊急対策実施に関する閣議決定

　　
イ　施設使用料

　　　　東貝塚住宅　　　　　　　使用料　　　９，３６０円

　　　　○根拠法令等　大阪府引揚者住宅使用料条例

５　未帰還者留守家族等援護関係
　　　厚生労働省から引き継いだ実骨・遺髪等を当該遺族に伝達した。

　　　なお、未帰還者の実骨・遺髪を当該遺族に伝達した場合、葬祭料(２０９，０００円)と引取経費

　　　(５，０００円)が支給、未帰還者の死亡が認定された場合、葬祭料(２０９，０００円)、未帰還

　　　者の戦時死亡宣告が確定した場合、葬祭料(２０９，０００円)と弔慰料(３０，０００円)が支給

　　　される。

	区　　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	伝達件数
	０件
	１件
	１件

	死亡認定件数
	０件
	０件
	０件

	戦時死亡宣告件数
	０件
	０件
	０件


　　　〇根拠法令等　未帰還者留守家族等援護法及び未帰還者に関する特別措置法
６　中国帰国者等援護関係

　(1) 身元引受手当
　　　中国帰国者のうち特別事情残留邦人の身元を引受けている身元引受人に対し、手当を支給した。

	区　　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額(千円)
	０
	０
	０

	決算額(千円)

（特定財源）
	０
国庫（０）
	０
国庫（０）
	０
国庫（０）


	区　　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	身元引受人
	０人
	０人
	０人

	引受世帯
	０世帯
	０世帯
	０世帯

	身元引受手当(月額)
	４３，０００円
	４３，０００円
	４３，０００円

	引受延べ月数
	０月
	０月
	０月


　　　○根拠法令等　身元引受人制度実施要領

　(2) 府営住宅へのあっせん

　　　中国帰国者等のうち住宅困窮者に対して府営住宅をあっせんした。

	区　　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	申込世帯数
	０世帯
	０世帯
	０世帯

	推薦世帯数
	０世帯
	０世帯
	０世帯


　　　○根拠法令等　大阪府公営住宅海外引揚者世帯向け供給要綱

　(3) 自立支援通訳の派遣

　　　永住帰国者が医療機関で受診する際等､正確な会話を必要とする場合に自立支援通訳を派遣した｡

	区　　　分
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	自立支援通訳者数
	１６人
	１６人
	１２人

	通訳の手当
	1回につき

3時間以上 9,360円

3時間未満 4,680円
	1回につき

3時間以上 9,360円

3時間未満 4,680円
	1回につき

3時間以上 9,360円

3時間未満 4,680円

	派遣回数（総計）
	０回
	０回
	０回


　　　○根拠法令等　大阪府自立支援通訳派遣事業実施要領

福祉人材・法人指導課
人材確保グループ
１　地域医療介護総合確保基金事業

(1)介護人材確保・職場定着支援事業
ア　マッチング力の向上事業・参入促進・魅力発信事業（職場体験事業除く）
大阪福祉人材支援センターに配置したキャリア支援専門員が、事業所や学校等を個別訪問し、求人・求職者双方のニーズを把握することでマッチング機能の強化を図った。また、地域関係機関と連携し、地域ぐるみで人材の円滑な参入を促進した。さらに、教育関係機関と連携を図り、福祉分野が進路の選択肢となるよう、福祉・介護の魅力を発信するなどの業務を(福)大阪府社会福祉協議会に委託して行った。

	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年
	令和元年度

	予算額（千円）
	91,947
	92,800
	92,767

	決算額（千円）

（特定財源）
	88,179
基金繰入金(88,179)
	90,989
基金繰入金(90,989)
	90,870

 基金繰入金(90,870)


○根拠法令等　地域医療介護総合確保基金管理運営要領

イ　参入促進・魅力発信事業（職場体験事業）
福祉・介護分野に関心のある方などを対象にした職場体験や、大学生や高校生など若年者を対象に福祉の職場体験バスツアーをはじめとする福祉体験の機会を提供するなどの業務を(福)大阪府社会福祉協議会に委託して行った。

	　　年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	8,539
	6,496
	6,261

	決算額（千円）

（特定財源）
	5,467
 基金繰入金(5,467)
	5,187
 基金繰入金(5,187)
	5,362

 基金繰入(5,362)


○根拠法令等　地域医療介護総合確保基金管理運営要領

    ウ　大阪府介護に関する入門的研修事業

　　　介護未経験者が介護に関する基本的な知識を身につけるとともに、介護の業務に携わる上で知っておくべき基本的な技術を学ぶことができる研修を実施した。

	　　年　　度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	2,747
	1,789

	決算額（千円）

（特定財源）
	2,227

 基金繰入金(2,227)
	1,371

 基金繰入金(1,371)


　　○根拠法令等　地域医療介護総合確保基金管理運営要領
エ　介護の研修×おしごとチャレンジ事業

　　介護職員初任者研修の受講促進による介護職員のすそ野拡大と、研修の受講による介護の知識や技能の修得を目的として、初任者研修事業者を介し介護職員初任者研修の修了者に受講料の一部を補助する事業を実施した。

	　　年　　度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	4,547
	5,686

	決算額（千円）

（特定財源）
	2,940
 基金繰入金(2,940)
	3,864

基金繰入金(3,864)


○根拠法令等　「大阪府介護の研修×おしごとチャレンジ事業」補助金交付要綱

地域医療介護総合確保基金管理運営要領
オ　代替職員確保による実務者研修支援事業

　介護施設に勤務する介護職員が介護福祉士国家試験の受験に必要な実務者研修を受講する間の代

替職員の雇用経費の一部を補助することにより、研修を受講しやすい環境整備を促進し、介護職員

の資質の向上及び離職防止を図った。

	　　年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	62,081
	13,484
	7,970

	決算額（千円）

（特定財源）
	3,080
 基金繰入金(3,080)
	8,919
基金繰入金(8,919)
	3,049

基金繰入金(3,049)


○根拠法令等　大阪府代替職員確保による実務者研修支援事業補助金交付要綱

地域医療介護総合確保基金管理運営要領

カ　介護人材の資質向上・定着促進事業
府内の介護職員のスキルアップや定着促進、若い世代に対する福祉・介護への理解促進を図るため、研修、福祉教育の推進といった府内の市等が地域の実情に応じて実施する事業に対して、事業に要する経費の補助を行った。

	　　　年　　度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	4,334 
	5,216 

	決算額（千円）

（特定財源）
	3,681 

基金繰入金(3,681)
	3,959 

基金繰入金(3,959)


　　　○根拠法令等　　大阪府介護職員の資質の向上及び職場定着支援事業補助金交付要綱

地域医療介護総合確保基金管理運営要領

(2)　介護情報・研修センター事業

　　府域における介護技術の向上を図り、良質な介護サービスを提供することができる質の高い人材を安定的に確保・育成するため、介護・福祉等の専門職員や市町村職員を対象に福祉用具等を活用した研修や介護技術に関する専門相談及び住宅改修等に関する研修や専門相談を実施する介護情報・研修センター事業を大阪府介護情報・研修センター共同企業体に委託して行った。

	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	11,994
	11,975
	12,089

	決算額（千円）

（特定財源）
	11,902 
基金繰入金(11,902)
	11,883 
基金繰入金(11,883)
	12,027
基金繰入金(12,027)


○財源根拠等　　地域医療介護総合確保基金管理運営要領

　(3)　介護イメージアップ戦略事業
　　 　特に若者を対象に、介護の仕事への関心を高めイメージアップを図るため、介護の仕事の「よさ」を具体的にイメージできるような広報・発信を行った。

	　　年　　度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	3,708
	3,708

	決算額（千円）

（特定財源）
	3,682

 基金繰入金(3,682)
	823
基金繰入金(823)


　　○根拠法令等　地域医療介護総合確保基金管理運営要領
（4）外国人介護人材適正受入推進事業
　　外国人介護人材の円滑な受入れを推進するため「大阪府外国人介護人材適正受入れ推進連絡会議」を運営し、関係者間で最新情報の共有や支援策等の検討を行うとともに、在留資格『特定技能』『技能実習』の制度説明や外国人介護人材受入事例集の配布及び受入れ施設の事例紹介をす
るため、関係機関、事業者に対する研修を実施した。
	　　年　　度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	1,405
	1,347

	決算額（千円）

（特定財源）
	687

 基金繰入金(687)
	352

 基金繰入金(352)


○根拠法令等　地域医療介護総合確保基金管理運営要領
２　大阪府福祉人材センターの運営

福祉人材の養成・確保を図るため、人材の掘り起こしや職業紹介・斡旋を行う大阪府福祉人材センターの運営を(福)大阪府社会福祉協議会に委託して行った。

	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	30,207
	30,207
	31,400

	決算額（千円）

（特定財源）
	29,373

国庫(6,200)
	28,241

国庫(5,634)
	29,866
国庫(5,917)


○根拠法令等　　　社会福祉法第93条、福祉人材確保重点事業実施要領

３　外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業
経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき入国する外国人介護福祉士候補者が円滑に就労・研修できるよう候補者を受け入れた施設に対して日本語習得及び国家試験受験対策に係る費用を補助した。

	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	27,993
	46,584
	51,553

	決算額（千円）

（特定財源）
	23,876

国庫(23,876)
	36,364
国庫(36,364)
	42,156
国庫(42,156)


○根拠法令等　大阪府外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業補助金交付要綱

　　　　　　　　　
４　職員研修支援事業
　　　民間社会福祉施設・事業所職員を対象に資質や人権意識の向上を図り、利用者の安全確保や人権擁護等に視点をおいた質の高い福祉サービスを享受できるよう優れた人材の確保・育成を目的に研修を実施するため、社会福祉法人大阪府社会福祉協議会等に対して補助等を行った。

	
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	　43,174
	43,174
	43,537

	決算額（千円）
	　　 42,910
	43,174
	43,537


　　○根拠法令等　　社会福祉施設職員等研修事業費補助金交付要綱

地域医療介護総合確保基金管理運営要領
５　介護員養成研修事業者等の指定
　　  介護保険法施行令及び関係法令等に基づき「研修事業者指定要綱」を定め、事業者の指定を行った。

　【指定事業者数】(令和２年３月末現在)

(1) 介護員養成研修事業者

介護職員初任者研修　　  182事業者

(2) 居宅介護等従業者養成研修事業者

重度訪問介護　30事業者、同行援護　63事業者

 (3) 難病患者等ホームヘルパー養成研修事業者　12事業者

(4) 移動支援従業者養成研修事業者 

全身性障がい課程　71事業者、知的障がい課程　48事業者、精神障がい課程　15事業者

６　社会福祉士養成施設等の指定

　「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律(第4次分権一括法)」に基づき、平成27年4月1日付で社会福祉士等の養成施設の指定に係る事務・権限が都道府県に移譲された。根拠法に基づき、大阪府において所管している養成施設等は下記のとおり。

　【指定事業者数】(令和２年３月末現在)
(1) 社会福祉士養成施設　　　　　 5校　　    8課程

介護福祉士養成施設　　　　　14校　　   15課程

介護福祉士実務者養成施設　　82事業者　107課程　

(2) 社会福祉主事養成機関　　　　 3校　　    3課程

 (3) 精神保健福祉士養成施設　　　 4校　 　   7課程

根拠法

社会福祉士及び介護福祉士法　第7条、第39条、第40条

社会福祉法第19条第１項及び社会福祉士法施行令第５条

精神保健福祉士法第７条

７　介護福祉士等修学資金貸付事業（大阪府実施分）
　　質の高い介護福祉士等の養成・確保を図るため、平成５年度から平成２１年度まで府内の養成施設在学生を対象に修学資金の貸し付けを行った。平成２２年度以降は債権管理業務のみ実施。

　　  ○根拠法令等　　  介護福祉士等修学資金貸付制度実施要綱　

大阪府介護福祉士等修学資金貸付制度実施要綱

８　介護福祉士修学資金等貸付事業（団体実施分）
　　質の高い介護福祉士等の養成確保に努めるため、介護福祉士及び社会福祉士の資格取得を目指し、養成施設等に在学している学生への貸付制度（平成２１年度から）、また介護福祉士の資格取得を目指す介護福祉士実務者研修受講者への受講資金の貸付制度及び離職した介護人材のうち一定の経験を有する者への再就職準備金の貸付制度（平成２８年度から）を運営するため、実施主体である（福）大阪府社会福祉協議会へ貸付原資として補助金を交付した。（府費1/10）

　　　　
	
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	　105,112
	15,014
	3,000

	決算額（千円）
	　　　 100,438
	13,291
	2,178


　　　※平成２９年度については、国からの追加原資交付分を含む。

○根拠法令等　  大阪府介護福祉士修学資金等貸付事業補助金交付要綱

法人指導グループ
１　社会福祉法人の設立認可・定款変更等

　　　社会福祉法第45条の36の定めるところにより、社会福祉法人の定款変更認可等を行った。
　　　　社会福祉法人設立認可、定款変更認可等の状況

	区　　　分
	認　　可　　等

	設立
	０　　件

	定款変更
	７３　　件

	基本財産処分
	１０　　件

	基本財産担保提供
	６　　件

	定款変更届
	１４　　件

	各種証明
	３６　　件

	合併
	１　　件

	解散
	０　　件

	福祉医療機構意見書交付
	１７　　件

	計
	１５７　　件


２　社会福祉法人及び社会福祉施設の指導監査

　　　社会福祉法、児童福祉法、生活保護法、老人福祉法、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合
　　的な提供の推進に関する法律の規定に基づき、社会福祉法人及び社会福祉施設に対する指導監査を実施
　　して、適正な法人運営と円滑な社会福祉事業の経営の確保が図られるように努めた。
　　　また、法人運営及び施設運営等に問題が発生した場合や利用者等の関係者からの通報や苦情に対して、
　　随時指導等を行った。
　　　　　令和元年度指導監査実績　　　　　　　　　　　　　　　＊対象数はH31.4.1現在
	
	対　象
	実　績

	社会福祉法人
	１８３
	４６

	施設監査
	　救護施設
	４
	１

	
	児

童

福

祉

施

設
	　乳児院
	４
	２

	
	
	　母子生活支援施設
	１
	０

	
	
	　児童養護施設
	２５
	７

	
	
	　福祉型障害児入所施設
	７
	２

	
	
	　医療型障害児入所施設
	４
	０

	
	
	　児童心理治療施設
	３
	３

	
	
	　保育所
	２１
	３

	
	
	　幼保連携型認定こども園
	１７２
	３４

	
	老人

福祉

施設
	　特別養護老人ホーム
	１５７
	３０

	
	
	　養護老人ホーム
	１０
	１

	
	
	　軽費老人ホーム
	１０
	３

	
	
	　ケアハウス
	４８
	１２

	
	　障害者支援施設
	４８
	９

	
	　婦人保護施設
	１
	０

	
	計
	５１５
	１０７


　　　　　　○根拠法令等　・社会福祉法、児童福祉法、生活保護法、老人福祉法、就学前の子どもに

　　　　　　　　　　　　　　関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

　　　　　　　　　　　　　・社会福祉法人指導監査実施要綱の制定について（厚生労働省局長通知）

　　　　　　　　　　　　　・大阪府社会福祉法人等指導監査要綱

　　　　　　　　　　　　　・大阪府社会福祉法人等指導監査実施方針
３　社会福祉施設職員等退職手当共済法施行補助事業

　　　社会福祉施設職員等退職手当共済法に基づき、独立行政法人福祉医療機構が社会福祉施設等職員に
　　退職手当を支給する事業に対し補助を行った。

	
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	1,561,077
	1,558,171
	1,553,660

	決算額（千円）
	1,536,074
	1,558,170
	1,553,660


○根拠法令等　社会福祉施設職員等退職手当共済法

　　　　※決算額の千円未満については、四捨五入。

４　民間社会福祉施設整備資金借入金利子補助事業　

　社会福祉法人等が独立行政法人福祉医療機構から借り入れた施設整備資金に係る利子の支払いに

要する資金を(福)大阪府社会福祉協議会を通じて補助を行った。

	
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	１３，７６１
	７，９８７
	４，８２２

	決算額（千円）
	１２，６９２
	７，４３２
	４，６０８


　　　○根拠法令等　民間社会福祉施設整備資金借入金利子補助金交付要綱

　　　　※決算額の千円未満については、四捨五入。

５　民間社会福祉事業従事者共済事業

　　　民間社会福祉事業施設等の従事者が相互扶助により、その福祉推進を図ることなどを目的として

　　いる一般財団法人大阪民間社会福祉事業従事者共済会の事業に対し補助を行った。

	
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	６９
	１１０
	１２４

	決算額（千円）
	１７
	３３
	４３


　　　　※昭和49年11月1日に設置した社会福祉施設職員厚生年金基金（137,000千円）から生じる利息・
　　　　　運用益を活用。

　　　　※決算額の千円未満については、四捨五入。
